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当事者主導型薬物依存症回復施設は、「障害者自立支援法」による政府の方針により、補助金を得るために NPO 法人格を

取得せざるを得ない状況になってしまった。そのため、短期間で急遽 NPO 法人の認証を得ていくことになった。本研究

では、４つの当事者主導型薬物依存症回復施設のリカバードスタッフと言われる依存症から回復した当事者の常任スタッ

フに直接調査を行い、得られた情報から問題を検討し、考察していくことを目的とした。今回の調査研究では、対象であ

る４施設とも「障害者自立支援法」によって不本意な形で NPO 法人化しているが、それぞれが、今後の組織のあり方につ

いて独自の考えを持っていた。将来の展望を考えるにあたっては、４施設とも支援組織、支援者のマンパワーが影響して

おり、当事者主導型の NPO 法人の活動にとって支援組織、支援者との関係が組織の運営にとって重要であることが分か

った。 

    

    

    

１１１１....はじめにはじめにはじめにはじめに    

    

 当事者主導型薬物依存症回復施設[注１]は、「障害者

自立支援法」[注２]による政府の方針により、補助金を

得るために NPO 法人格を取得せざるを得ない状況に

なってしまった。そのため、短期間で急遽 NPO 法人

の認証を得ていくことになった[1]。 

そもそも、わが国は薬物依存症[注３]の回復に対する

意識は乏しく、薬物の使用を「個人の問題」と考える

欧米とは違い、過去における国の薬物問題への施策の

影響により「薬物乱用・依存＝悪」という考えが強く

ある他方、欧米をはじめとする世界各地においては薬

物乱用・依存からの回復の受け皿となっている治療共

同体(Therapeutic Community)が、薬物依存症の回復

の主役となっている[2-5]。薬物の治療共同体の原型は、

1958 年に米国のカリフォルニアにおいて、世界的なア

ルコール依存症の自助グループである AA(Alcoholics 

Anonymous)のメンバーの一人によって創設された自

助的治療共同体の「シナノン」である。その後、「シナ

ノン」の影響を受けた自助的治療共同体が英国をはじ

めとする、スウエーデン、イタリア等の欧州、さらに

は、南米、オーストラリア、東南アジア、香港に設立

されていき、薬物乱用・依存からの回復に必要とされ

る全人的なアプローチが行われてきている[6-8]。 

わが国には治療共同体は無いが、治療共同体の思想

あるいはスタイルを取り入れたものとして民間の回復

者主導型薬物依存症回復施設がある。こうした施設は

ダ ル ク (DARC ： Drug Addiction Rehabilitation 

Center)と呼ばれ、1985 年の創設以来すでに 20 年にわ

たって活動が続けられている[9-13]。活動内容や機能

の点から見て、ダルクは「治療共同体」ではなく自助

グループとしての施設と位置づけられる[14]。とはい

え、欧米にみられるような治療共同体が存在しないわ

が国においては、薬物依存症者の回復においてダルク

の果たす役割は非常に大きいのが現状である。しかし、

「薬物の使用は、個人の責任」という考えの強い欧米

諸国とは異なり、「ダメ、ぜったい」運動などの国の施
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策からか、「薬物乱用・依存＝悪」という考えの強いわ

が国においては、ダルクが薬物依存症からの回復者に

よる施設であるがゆえに医療・司法・教育等の専門機

関や一般市民から十分な理解を得られていないという

現実もある[15]。 

そういった状況下、1985 年以降より、わが国の薬物

依存症者回復支援の大きな存在であった当事者活動、

自助グループは、「障害者自立支援法」による政府の方

針の為に十分に NPO 法人へ任意団体から移行するこ

とへの検討も出来ないままに法人格を取得していった。

各々の施設は現状に不満をもちながらも、将来へのよ

り良い活動への節目としての可能性も感じている。 

 ここでは、４つの当事者主導型薬物依存症回復施設

のリカバードスタッフと言われる依存症から回復した

当事者の常任スタッフ[注 4]に直接調査を行い、得られ

た情報から問題を検討し、考察していくことを目的と

する。 

    

２２２２....調査方法調査方法調査方法調査方法    

 

 NPO 法人の認証を受けている当事者主導型薬物依

存症回復施設の当事者スタッフ(NPO 法人職員の代表

である事務局長(リカバードスタッフ)に、直接インタビ

ューを行い収集した。インタビューは許可を得て録音

し、内容は忠実に文章化した。 

対象施設：近畿地方にある、NPO 法人の認証を得て

いる当事者主導型薬物依存症回復施設で、研究協力を

得られた 4 施設。 

調査期間：2007 年 5 月 1 日～2007 年 5 月 20 日 

データ収集：データ収集は、事前に①任意の組織か

ら法人化するにあたっての質問、②NPO 組織と支援組

織の連携に関するインタビューガイドを作成し、イン

タビューガイドをもとに、半構成的面接法を用いて行

った。調査前には、大阪府内の NPO 法人理事長の協

力を得て、プレテストを行ってから開始した。インタ

ビューガイドは、組織の設立年、法人認証年、理事長、

理事、スタッフ、支援組織の構成内容。NPO 法人認証

前に NPO 法人に関する情報を与えてくれた人物の立

場、職業、NPO 法人化する前に NPO に関して与えら

れた情報の内容。また、NPO 法人化するまでの過程で

問題になったことと、問題への対応について。さらに、

NPO 法人認証後に問題となったことについて、組織内

の問題についてどう対応しているか、NPO 法人認証後、

最も問題になっていることと、今後の問題についてイ

ンタビューを行なっていった。 

倫理的配慮：情報提供者へは、研究目的、方法、匿

名性の保持、自由意志での参加である旨について説明

し、同意を得ている。また、本研究の結果は論文とし

て公表することについても同意を得ている。 

    

３３３３....調査結果調査結果調査結果調査結果    

 

本稿では、NPO 法人格を取得した当事者主導型薬物

依存症回復施設の調査を行なっている。この章では、

本研究の調査方法、調査対象について述べた後で、4

施設を直接訪問し得られた情報から、それぞれの施設

の概要、NPO 法人格取得前後に生じた問題と問題への

対処方法、わが国の精神医療の遅れが障害者自立支援

法施行に与えている影響と、障害者自立支援法が４つ

の NPO 法人に与えた影響に関して考察を踏まえ述べ

ていく。 

 

表１ 調査対象者である当事者主導型薬物依存症回復施設の概要 

施設施設施設施設    施設施設施設施設    

設立年設立年設立年設立年    

NPONPONPONPO 法人法人法人法人    

認証年認証年認証年認証年    

理事長理事長理事長理事長    

常任理事常任理事常任理事常任理事    

NPONPONPONPO 法人スタッフの内訳法人スタッフの内訳法人スタッフの内訳法人スタッフの内訳    

((((理事長、常任理事を除く理事長、常任理事を除く理事長、常任理事を除く理事長、常任理事を除く))))    

AAAA    1999 年 3 月 1 日 

(精神障害者グル

ープホーム、小規

模作業所、デイケ

ア) 

2006 年 

2 月 17 日 

理事長理事長理事長理事長：民間精神科病院の精

神保健福祉士、県の社会福祉

士会会長。女性。 

常任理事常任理事常任理事常任理事：リカバードスタッ

フ。男性。 

理事理事理事理事：当事者(リカバードスタッフ)1 名、

自治体病院臨床心理士 1 名、民間精神科

病院精神保健福祉士、一般市民 1 名。 

監事監事監事監事：社会福祉法人福祉施設の施設長 

(総勢 10 名) 

BBBB    2003 年 9 月 1 日 

(グループホーム) 

2006 年 

2 月 10 日 

理事長理事長理事長理事長：弁護士。男性。 

常任理事常任理事常任理事常任理事：リカバードスタッ

フ。男性。 

理事理事理事理事：国家公務員(福祉専門職)1 名、臨床

心理士 1 名、看護師 1 名、会計士 1 名、

保護監察司 1 名、法科大学院院生 2 名 

(総勢 10 名) 

CCCC    2003 年 11 月 2 日 

(グループホーム、

小規模作業所、デ

イケア) 

2006 年 

10 月 10 日 

理事長理事長理事長理事長：保護司。男性。 

常任理事常任理事常任理事常任理事：リカバードスタッ

フ。男性。 

理事理事理事理事：当事者(リカバードスタッフ)2 名、

依存症の家族 4 名、市内の他の作業所の

所長 2 名(うち 1 名は監事) 

(総勢 10 名) 

DDDD    2005 年 5 月 11 日 2006 年 

1 月 24 日 

理事長理事長理事長理事長：弁護士。男性。 

常任理事常任理事常任理事常任理事(副理事長)：リカバ

ードスタッフ。女性。 

行政関係者 1 名、弁護士 1 名、医師 1 名 

当事者(リカバードスタッフ)1 名 

(総勢 6 名 これから増員予定) 
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3.1. 調査対象 4 施設の特徴 

 調査対象の 4 施設とも、NPO 法人の職員を代表する

常任理事は当事者(リカバードスタッフ)だった。当事者

である常任理事は施設 D のみ女性で、他は男性だった。

(4 施設の概要については表２の通りである。) 

 NPO 法人格を取得した理由は、4 施設とも 2006 年

4 月 1 日の「障害者自立支援法」施行により厚生労働

省は、「精神障害者グループホーム事業者となるには、

法人格を有していなければならないとした。その経過

として「措置期間はない」という方針があり、そのた

め、急遽、不本意な形で、NPO 法人格を取得せざるを

得ない状況があった。しかし、4 施設もうち B、C、D

の 3 施設は、任意組織設立時より NPO 法人格を取得

することを考え、スタッフ、支援者と話し合いを持っ

ていた。しかし、政府の方針のため NPO 法人取得す

るまでの期限が決められてしまい、法人化のための事

務的な手続きに追われ、スタッフ、支援者が十分に

NPO 法人化に関する話し合いを行うことができなか

った。そのため、本来考えていた NPO 法人とは違い、

「任意組織の時に行えていた勉強会やイベントなどの

活動が NPO 法人化取得やその後の事務手続きなどに

時間を割かれ、任意組織の時代の活動が十分行えなく

なった。本来考えていた NPO 法人とは違うものにな

ってしまった」と、NPO 法人化による事務的手続きの

多くを、慣れない当事者スタッフが行わざるを得ない

状況を語っている。そういった現状からも、未だ、本

来の利用者へのサービス、一般市民への啓蒙活動が一

様に回答している。 

3.2. わが国の当事者主導型薬物依存症回復施設の歴

史と現状 

1) 依存症の特徴 

依存症は完治する病ではない(図 1)、回復し自分らし

い生き方を取り戻すことは可能である。薬物依存症の

治療には、薬物の摂取と一切関係を絶った生活の繰り

返しと全人的なアプローチが必要とされる。現在のわ

が国の医療機関は、薬物依存症者が回復するために適

した「生活訓練の場」の要素を持っていない。そのた

め、わが国では現在の医療機関だけでは薬物依存症を

本質的に治療することはできない[16‐19]。  

現在わが国には薬物依存症の専門治療施設は 10 施

設にも満たない[20]、さらに中部地方に薬物依存症専

門施設は無い。そのような状況下の中部地方の全ての

県にダルクがある。薬物医療体制の整っている米国に

おいては、重複診断例や有機溶剤の長期的な乱用によ

る精神障害など通常のプログラムでの回復が困難とさ

れる精神医学的問題を持つ依存症者に対しては、回復

施設と専門家の連携が不可欠とされている。薬物専門

の医療機関が近くに無く様々な問題を専門的に連携し

ていける専門家がいない[21]。 

そのため、精神的・身体的な問題を抱える利用者を

受けているダルクにとって、大変困難な状況であると

いえる。その一方で、仲間同士の関わりを重視する本

来の当事者活動の長所が、専門性の介入によって損な

われることがなかったことは、当事者主導型依存症回

復施設の活動にとって意味があったという側面もある。

そのため、専門機関との連携のバランスは、ダルクら

しさを維持していくための重要な課題であると考えら

れる[22-24]。 

2) わが国における当事者施設の活動と専門機関の関

係 

依存症の当事者主導型の施設が教育機関への働きか

けをしていることは、薬物の乱用・依存が思春期から

始まることが多いことからも重要な活動であるといえ

る。過去の調査において、小中高の学校に勤務する養

護教諭の多くが、日頃から薬物問題に接していること

から、薬物問題への十分な対応システムが必要である

と考えていたことが示されている[25‐26]。学校側が

ダルクへ講演依頼をすることは、従来の予防教育だけ

でなく、学生へ向けての当事者からの語りかけを教員

が必要としているためだと考えられる。 

 矯正施設に関しては、法務省の方針として将来的に

矯正施設の教育プログラムにダルクスタッフや自助グ

ループの参加を得ていく方向になっている[27]。 

その一方で, 矯正施設へ入所中の当事者からダルク

に宛てた手紙や面会希望は何度もあり、矯正施設内で

のダルクの認知度が高くなっていることを窺わせた。

海外では, わが国で違法となっている薬物の一部を容

認している国もある[28]。 

 
 

図１ 薬物依存症の形成.図に示すように、薬物依存症

という病は薬物を「やめようと思ってもやめられない」

状態にある。 
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しかしわが国においては、乱用薬物が覚せい剤や有

機溶剤のように精神症状を呈しやすく、逸脱グループ

との結びつきも強い状況があるため、海外と同様には

考えることは出来ない[29]。また、思春期より薬物を

乱用し依存して生活をしてきたものにとって、薬物を

やめることだけで生きていくことは困難であるし、生

きてゆくことが困難なために再び薬物を使用するとい

う悪循環に陥りやすい。当然、矯正施設に入っている

間は薬を使えない環境にあるが、薬を使わないことが

依存症から回復することではない以上、再犯は繰り返

され現状のような薬物使用の再犯者による矯正施設の

過剰収容をもたらしているといえる。効果的な社会復

帰を目指すことは社会コストの軽減にもつながる重要

なことだが、回復の受け皿となる施設が主にダルクし

かない現状を考えると、わが国の薬物回復のための資

源の乏しさを痛感する[30]。 

 薬物問題を抱える専門機関とダルク間の連携は今後

も重要であるが、問題の内容如何では、各種専門機関

の間での十分な連携も必要とされる。そのためには、

個々の機関が薬物問題において必要とされることを十

分に検討し、整理していく必要があると思われる[15・

20]。 

 それに対して欧米、東南アジアをなどの世界各国で

は、当事者主導型の自助的「治療共同体(Therapeutic 

Community)」[注５]が存在していて、薬物乱用・依存

からの回復・脱却の主役となっている。 

 わが国には民間回復者主導型薬物依存症回復施設が

ある。それらは、Drug Addiction Rehabilitation 

Center の頭文字をとってダルク(DARC)と呼ばれてい

る[31-33]。 

回復者主導型薬物依存症回復施設は、この 20 年以上

の間、大きな組織になることなく、ここの施設が、自

由に新しい施設を増設して行った[34]。 

今回調査を行った４施設の設立の経緯を図 2 に示す。 

 

４４４４....NPO 法人格取得のために生じた問題法人格取得のために生じた問題法人格取得のために生じた問題法人格取得のために生じた問題    

 

 4 施設とも、NPO 法人格取得は「障害者自立支援法

施行」の影響を大きく受けている。    

そもそも、厚生労働省の会議において、「申請者が法人

でなければ、指定障害福祉サービス事業者の指定をし

てはならない」と決まったのは、2005 年 10 月であり、

その後、補助金を得るために NPO 法人格を取得せざ

るを得ない状況となった[1]。そのため、どのような人

物から NPO 法人に関する情報を得たのかという質問

に対しては、4 施設とも組織の支援者のなかにいる有

識者、法律、福祉の専門家から主に情報を得たという

回答だった。施設 D は、設立して年数が浅いため行政

 
 
図２ ４施設設立の経緯. 図に示すように、４施設は他の都府県の施設から枝分かれするような形で設立されていっ

た経緯がある。 

    



人と環境 Vol. 5 (2012) 

5 

からも積極的に情報を得ていたが、他の３施設は書類

の手続きなどに関してのみ行政に相談し、NPO 法人に

関する具体的な相談は、活動を理解している支援者か

ら得るというように、情報内容によって相談先を分け

ていた。 

 NPO 法人化するにあたって問題になったことにつ

いては、４施設とも理事長の選考と財務・会計、書類

などの事務手続きの増加による負担をあげている。 

 

５５５５. NPO 法人格取得後、組織内の問題と将来の展法人格取得後、組織内の問題と将来の展法人格取得後、組織内の問題と将来の展法人格取得後、組織内の問題と将来の展

望望望望 
    

    4 施設とも、NPO 法人格取得は「障害者自立支援法

施行」の影響を大きく受けている。そもそも、厚生労

働省の会議において、「申請者が法人でなければ、指定

障害福祉サービス事業者の指定をしてはならない」と

決まったのは、2005 年 10 月であり、その後、補助金 

を得るために NPO 法人格を取得せざるを得ない状況

となっていた[1]。    

5.1. NPO 法人格取得後の問題と対応の状況 

 NPO 法人取得以降、4 施設とも常に問題を抱えてい

る状況であった。NPO 法人格取得の背景に「障害者私

立支援法」が絡んでいたことにより、望まない形の

NPO 法人化という回答が多くを占める結果が問題と

して出ていた。とはいえ、わが国では薬物依存症の回

復支援が当事者活動によって開始された 20 数年前よ

り、ボランティア精神とスピリチャリティ[注６]精神を

大切にし、現在まで活動が拡大し、社会的認知を得て

きた歴史がある[35]。 

そういった歴史を経ている薬物依存症の当事者活動

が、NPO 法人化後生じた問題としては、NPO 法人へ

の移行期と同じく、事務的手続きの為に本来の回復の

ための業務に負担が出ていること、財務・会計に関す

ることが引き続きあげられており、立ち上げ期の NPO

法人として安定していない状況が窺われた。また、設

立から年数の浅い B、C、D の３施設は、NPO 法人の

スタッフと支援者との運営方針への考え方の違いが出

てきていること、常勤の当事者スタッフの負担が任意

組織の頃よりも増えていることをあげている。問題に

対する対処も引き続き常任である当事者スタッフがほ

とんど対応しているのが現状であり、常任スタッフの

負担は未だ大きい状態である。 

5.2. ４施設の開設から法人格取得後のヒストリーと

将来の展望  

    調査協力を得た 4 施設は、いずれも苦しい活動状況

に置かれていたが、施設や活動をより発展させていく

ための話し合いは、スタッフ、支援者間で何度も行わ

れていた。その内容を以下に紹介する。 

 

①①①①    施設施設施設施設 AAAA    

 2005 年に近畿地方で新しく(A 施設が設立するきっ

かけとなった他県の施設との間で)作った施設と合併

し、当事者(リカバードスタッフ)を増員し、県を超えた

活動を行うことを構想に入れ、指定管理者取得制度取

得を検討していた。しかし、当事者である職員の退職

などにより、途中切れになってしまった。現在は、NPO

法人と支援組織がイベントなどで協力し合いながら、

それぞれが独立した別の組織として活動しており、し

ばらくはその活動スタイルを続ける予定。 

②②②②    施設施設施設施設 BBBB    

ほかの施設(近畿と北九州の施設)と B 施設の３つの

施設を合併して、3 箇所でそれぞれが行っている財務・

会計業務や他の事務的な業務を 1 箇所で行いコスト削

減と、回復支援ノサービスの質の向上を図る案が過去

に出たが、3 施設が距離的に離れているため、把握が

困難であるという理由から断念された。しかし、今後

再度合併について検討していく可能性は出てきている。 

将来的な計画としての法人事業のスリム化 → 公

的な資金を扱う部分と別の自由な任意の団体を作る選

択肢の可能性も、現在理事会で検討されている状況で

ある。 

③③③③    施設施設施設施設 CCCC    

 支援組織(運営委員会)の方がNPO法人の組織より活

発に活動できている。(C 施設の運営委員会のメンバー

は当事者の家族が多く、うち 4 人は NPO 法人の理事

も勤めている)そのため、支援組織である運営委員会が

別に NPO 法人格を取得すれば、イベントなど、NPO

法人化によって思うようにできなくなってしまった活

動が、組織同士の連携により活発に行えるようになる

のではないかと理事会では考えられている。 

④④④④    施設施設施設施設 BBBB    

 他の当事者主導型の薬物回復組織がグループホーム

となっているが、D 施設は自由でスピリチャルな精神

[注６]を大切にする活動を壊さないためにあえてグル

ープホームにはなっていない、組織については、今後

専門家の意見を効いて検討していきたいと思う。D 県

内で積極的に参加でき、活動に理解を得られるスタッ

フ・支援者が欲しい、実際スタッフになって欲しい人、

支援して欲しい人はいるが、相手の都合により実現し

ていない状況。しかし、組織力強化のため、スタッフ

と支援者の増員を目指している状況。 

5.3. 4 施設の組織の編成 

 4 施設は、ここの施設がさまざまな組織編制を行い

ながら発展してきた経緯がある。4 施設は、NPO 法人

化する前から、保健医療・福祉・教育・司法などの専

門家が支援者やボランティアに多かった。そのため、

専門的知識を持つ支援者が、NPO 法人取得後、理事長、

理事となっているケースが多い。 
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 施設 C は、施設の持つ家族会の活動が活発だったた

め、NPO 法人格取得後に家族が NPO 法人の理事、ス

タッフに多く就任しているところが、ほかの 3 施設と

は異なる。 

 また、施設 D は、4 施設中最も歴史が浅いため、ま

だ組織が不安定なところがあり、十分な知識のあるス

タッフ、支援者を 1 人でも増やし、育成している最中

である。依存症の場合、症状などに特殊性があるため、

医療面や、依存商社とのかかわりにおける知識を持っ

たスタッフ、支援者の存在は必要不可欠である。 

 4 施設の組織の編成を図３で示す。 

 

６６６６....まとめまとめまとめまとめ    

 

 NPO 法人取得以降、4 施設とも常に問題を抱えてい

る状況であった。NPO 法人格取得の背景に「障害者自

立支援法」が絡んでいたことにより、望まない形の

NPO 法人化という回答が多くを占める結果が問題と

して出ていた。とはいえ、ダルクは現在も全国に広が

り続けている状況であり、それぞれのダルクの方針や

形態は全く異なる。そのため, ダルク全体はかなり多

様化し、把握しにくくなっているが、この多様性こそ

がダルクの優れた特徴であり、今後の課題でもあると

も言われている。 

ダルクの全国への広がりは、組織的に広がっている

のではなく、それぞれのダルクが自発的に新しいダル

クを開設しているため、個々のダルクの状況が把握し

がたい現状がある。そのことは、それぞれのダルクの

質を考える上で、現状を検討する必要が出てくる可能

性があるが、個々のダルクがそれぞれ独自の特色を持

っていることは、利用者側が自分の回復にあった環境

を選択できるという利点であると考えられる。 

そもそも、わが国では薬物依存症の回復支援が当事

者活動によって開始された 20 数年前より、ボランティ

ア精神とスピリチャリティな精神を大切にし、現在ま

で活動が拡大し、社会的認知を得てきた歴史があり、

 

図３ ４施設の開設から法人格取得後までと将来に向けて検討されている組織の変革. ４施設が任意の施設として開

設してから、NPO 法人格を取得するまでの組織の変革と、将来的に検討されている組織変革に関する内容を示す。 
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その活動が多くの薬物依存症者に回復の場を与え続け

てきた。 

 今回の調査では、４施設とも「障害者自立支援法」

によって不本意な形で NPO 法人化しているが、それ

ぞれが、今後の組織のあり方について独自の考えを持

っていた。将来の展望を考えるにあたっては、４施設

とも支援組織、支援者のマンパワーが影響しており、

当事者主導型の NPO 法人の活動にとって支援組織、

支援者の関係は重要であることが分かった。 

 今回の調査研究をもとに、NPO 法人と支援者組織の

コラボレーションのあり方について調査研究を進めて

いきたい。 

  

注注注注    

    
[１] 民間の当事者主導型薬物依存症回復施設として、

1985 年薬物依存症からの回復者である近藤恒夫氏

によって「東京ダルク」が設立され、創設以来 20 年

以上にわたって活動が続けられている。 

[２] 2006 年 4 月 1 日に制定、同年 10 月 1 日に施行され

た。従来は障害種別ごとに異なる法律に基づいてい

た福祉サービスや、公費負担医療制度などを共通の

制度の中で提供する仕組みにするとともに、増大す

る福祉サービスの量と所得に応じた負担を利用者に

求める制度となっている。 

「新たな利用手続き、在宅福祉サービスに関する国

の義務的負担化、利用者負担の見直しに関する事項」

は 2006 年 4 月に施行。また、法律付則で施行後 3

年をめどに、対象となる障害者等の範囲を含めた検

討を行うことが定められている。 

[３] 薬物依存症(アルコール含む)は、ICD-10(国際疾病分

類)において「依存症症候群」として診断基準が定め

られており、薬物の使用をコントロールできないこ

とであるというような内容で記されている。また、

米国精神医学会によって作成された精神障害の診断

マニュアルである DSM-Ⅳ-TR では、物質関連障害

として幅広く記されている。その中では「有害なこ

とが予想されるにも関らず、薬物の使用をやめるこ

とが出来ないことを示すような、認知・行動・生理

的な症状」であるとしている。 

[４] スタッフはダルクまたは、依存症の施設・自助グル

ープで回復した回復した薬物依存症者である。依存

症は感知する病気ではない。スタッフの条件として

は、施設によってさまざまだが、「1 年以上断薬でき

ていて、依存症者の回復への手助けをしたいという

強い気持ちのあるもの」という条件が多く見られる。 

[５] 自助的治療共同体の原型は、世界的なアルコール依

存 症 の 自 助 グ ル ー プ で あ る AA (Alcoholics 

Anonymous)のメンバーの 1人によって 1958年に米

国カリフォルニアで創設された「シナノン」であり、

現在は世界中で依存症者の回復への全人的アプロー

チを行っている。 

[６] WHO が掲げる健康概念において、身体的、社会的、

精神的な健康に次ぐ４番目の側面としてスピリチャ

リティな健康が検討されている。適切な日本語訳は

未だに定まっていないが、窪寺[2000]は「スピリチ

ュアルケア入門」のなかで、次のように定義してい

る「スピリチャリティとは人生の危機に直面して生

きる拠り所が揺れ動き、あるいは見失われてしまっ

たとき、その危機状況で生きる力や、希望を見つけ

出そうとして、自分の外の大きなものに新たな拠り

所を求める機能のことであり、また、危機の中で失

われた、生きる意味や目的を自己の内面に新たに見

つけ出そうとする機能のことである」 
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